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はじめに
1989年夏のボーランドにおける自由選挙・非共産党政権の成立に始まる東欧
革命は，今世紀後半この地域で起こったどの出来事よりもその重要性において
まさり，政治・社会・経済さまざまな側面での急激な変化をもたらした。なか
でも，共産党政権に代わる民主的な政治システムヘの転換は画期的なものであ
過去40年以上にわたって（旧ソった。 こうした政治システムの変化に加えて，
連においては約70年間）存続してきた社会主義経済システムの崩壊は政治システム
の転換に劣らず重要なものであった。けれども，民主的な政治システムヘの転
換が少なくとも形式的には成し遂げられたのに対して，経済システムの転換は
必ずしもうまく行ってない。
経済システムについては転換の方向そのものがはっきりしないばあいもあり
問題をより複雑なものにしたが，現在では従来の中央集権的計画経済システム
の根本的欠陥も次第にはっきりし，社会主義経済システムから市場経済システ
ムヘの移行が議論され，実行に移され始めている。旧ソ連・東欧圏におけるこ
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うした動きを取りあげさまざまな議論が展開されているが，そのなかで注目さ
れているのが市場経済の導入と所有制度の転換である！）。 これまでは両者がそ
れぞれ別々の議論として展開されていたが，ここにきて市場経済化は所有形態
の転換と結びついて議論されるようになっている丸
ところで，従来より経済システムを分析の対象としてきた経済体制（システム）
論では資源配分様式と所有様式の二つの軸から経済システムを捉え，通常前者
に市場と計画（指令）を，後者に私有と公有をあげ， その組み合わせからなる 4
つのシステム—資本主義経済，計画資本主義経済，社会主義経済，市場社会
主義経済ーーをその基本的な類型としてきた。けれども，この枠組みでは資源
配分様式と所有様式の関係が極めて形式的・機械的に捉えられ，両者間の整合
性がどうであるかはそれほど大きな問題として取りあげられることはなかっ
た3)。しかし， こんにちの旧ソ連・東欧圏における市場経済化・私有化の動き
を見るとき，その問題を取りあげ検討することによって，両者間の関係一ーと
くに市場と私有との関係ーーを整理・体系化する必要がありそうである。もち
ろんこんにちの動きは混沌としており決して単純な体系化を許すものではな
い。事実市場経済化・私有化を扱っている文献を見るときこうした事情を反映
してその動きを必ずしも体系的に捉えているとは言い難<,市場経済化に私有
化がなぜ必要とされるかも十分理論的につめられているとは言えない。そこで
1)つぎの文献はまさにこの2つの問題を扱っている。 Blommestein,H. J. and M. 
Marrese, eds. (1991), Transformation of Planned Economies: Property Rights 
Reform and Macroeconomic Stability, OECD, Paris. 
2)福田敏浩 (1991)「所有と調整ーワンセット思考の必要性ー」『彦根論集」第273-274
号，同 (1992)「諸秩序相互依存パラダイムの応用ー現存社会主義の崩壊に寄せて一」・
「彦根論集」第275号。また， 1日ソ連・東欧圏の国々でも同じような観点から所有
形態の転換が議論されている。 Cf.Tardos, M. (1990), "Property Ownership", 
Eastern European Economics, Vol. 28, No. 3, 4-29; Hodjera, Z. (1991), "Priv-
atisation in Eastern Europe: Problems and Issues", Communist Eonomies 
and Economic Transformation, Vol. 3, No. 3, 269-281, p. 271. 
3)阿部望 (1991)『経済システムの国際比較」東海大学出版会， 17-20ページ参照。
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本稿では， まず東欧（ハンガリー，ボーランド，ユーゴスラビアの3国）4)における所
有制度の改革， とくに「私有化」 (privatisation)の動きを概観し， つぎにその
動きの根拠を理論的に問う形で，市場と私有との関係を考察してみることにし
たい。
社会主義システムの崩壊を受けて一方で資本主義の勝利を喧伝する立場，他
方で資本主義の問題点を指摘し資本主義の勝利とは言い切れないことを強調す
る立場の 2つの立場が巷間みられる基本的なものであろう。けれども，そこに
あるのはどちらかと言えば感情優先の思考であって決して冷静な論理的思考を
伴うものではない。社会主義システムの崩壊を受けて今われわれが問題としそ
こから学ばなければならないものとは，そもそも社会主義システム（少なくとも
社会主義経済システム）がなぜ崩壊しなければならなかったのか，システムとして
どこに問題があったのか，その根本原因を探ることであろう。そうした分析・
検討があって初めてわれわれの生活する市場社会がもつ基本的特徴（長所）を把
握でき，それが抱える問題点に対処することができると考えられるからである。
本稿ではこうした中にあって，東欧における市場経済化・ 私有化の動きをひ
とつの明確な分析枠み・理論的関心をもって捉えたB.ミラノヴィッチ(Branko
Milanovic)5lとJ.ヴィニエスキー(JanWiniecki)6lの2つの研究を参考にしなが
ら上記の問題を考察・検討することにしたい。
I 私有化の分析枠組み
旧社会主義経済の経済的自由化・私有化を扱っている研究の多くは明確な分
4) I日ソ連や他の東欧諸国でも事情はほとんど同じであるが，一応ここではこの 3国に絞
って考察することにしたい。
5) Milanovic, B. (1991), "Privatisation in Post-communist Societies", Communist 
Economies and Economic Transformation, Vol. 3, No. 1, 5-39. 
6) Winiecki, J. (1991), "Theoretical Underpinnings of the Privatisation of 
State-owed Enterprises in Post-Soviet-type Economies", Communist Ec叩 omies
叩 dEconomic Tra成formation,Vol. 3, No. 4, 397-416. 
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析枠組みを欠き， そのために社会主義（国有）セクターの変換がどの程度進行し
ているかを確かめたり，他の代替的な変換方法の提案を評価したりすることが
できない。 したがって， そのための概念上の枠組みが必要とされるが， B.ミ
ラノヴィッチの枠組みはそうした意味で極めて有益である。
彼は「最も抽象的レベルで，経済的活動は労働，資本，企業家精神(entrepre-
neurship)の3つの生産要素の結合とみなされる」7)と考え， 表 1のような企業
形態を提示する凡 ①では労働者は自分達が生産で用いる資本を所有し，企業
家役割を遂行する。こうした形態は一般的には経済発展の初期段階の小規模所
有状況にみられるが，そうした自営業的形態ではなく複数で所有するばあいを
7) Milanovic, op. cit., p. 5. 
8) Ibid., pp. 5-7. ところで，当然ミラノヴィッチ以外にも所有形態に基づく企業形態を
提示している。たとえば，ホルヴァート (Horvat,B.)はつぎのような形態を提示す
る。
・私有 (privateownership)形態
(1)個人有 (individualownership)一家族企業 (familyfirm) 
(2)共有 (collectiveownership) ー協同組合 (cooperative)
(3)分割所有 (splitownership) 一私的企業体 (privatecorporation) 
。公有 (publicownership)形態
(4)国有 (stateownership) 
(5)分割所有
一国家企業 (statefirm) 
一社会的企業体 (socialcorporation) 
そして，現実の企業形態はこれらの混合型を示すと考え，たとえばパートナーシップ
は家族企業と協同組合の，公共企業体 (publiccorporation)は国家企業と企業体経
営 (corporatemanagement) の混合型であると捉える。 これを表1の形態と比較
したばあい，たとえば社会的企業体は表1の⑦⑧の形態を意味すると考えられるが，
分析概念としてはミラノヴィッチの分類の方が高いように思われる。このことは以下
に述べる分権化の過程を分析する際によりはっきりしてくる。さらに彼のばあい，社
会的企業体（中心は自主管理企業）の支配的な経済システムを東欧幽諸国が目指すべ
きシステムと考えており，こうした彼の立場そのものも，本稿で述べることになるわ
れわれの立場からすれば，問題であると言わざるをえない。なお，分割所有の分割と
は所有と経営の分離などを指す。 Horvat,B. (1991), "Reprivatisation or Some-
thing Else?", Communist Economies and Economic Transformation, Vol. 3, 
367-373, pp. 367-8, 370-1. 
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表1企業の形態
労 働
企業家役割の遂行 被雇用者
企業家役割 ①協同組合 1 
②古典的資本主義企業の遂行 自営業
企業家の
③協同組合 2 ④現代資本主義企業雇 用
企業家役割
⑤ 
⑥国家社会主義企業
の遂行 （中央計画企業）
企業家の
⑦自主管理企業 ⑧公共企業体雇 用
出所） Milanovic, B. (1991), p. 5, Table 1 (加筆・修正）。
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特に「協同組合 1」(cooperative1)と呼んでいる。Rの「古典的資本主義企業」
(capitalist)は資本の私的所有と賃労働を特徴とし企業家役割は資本所有者に帰
属する。③は資本が外部の投資家によって所有されている点でのみ①の形態と
相違し， 資本を借り入れた労働者がすべての企業家機能を果たしているもの
で，これを「協同組合 2」 (cooperative2)と呼んでいる。④は企業家が資本を
調達し労働を雇用し生産要素の結合を決定する「現代資本主義企業」 (enterpre-
neurial)である。以上が私的に所有される企業形態である9)。
これに対して⑥⑦⑧の企業形態は資本の国家的所有によって特徴づけられ
る。まず⑥ 「国家社会主義企業」 (statesocialist)は， 資本が国家によって所有
され国家がすべての企業的決定を受け持つ古典的な集権的計画経済下の企業形
態である。⑦「自主管理企業」 (labor-managed)とは資本は依然として国家（公
的に）所有されているが， 企業家役割を労働者が受け持つ企業形態である。 ま
た⑧ 「公共企業体」 (publiccorporation)とは資本国有で企業的決定は国家と独
立した経営委員会によってなされ，労働は雇用される企業形態である。なお⑤
9)R ④の形態についてはその意味するところから，ここではあえて「古典的資本主義企
業」と「現代資本主義企業」と訳した。
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の企業形態は論理的に成立しえない。
ミラノヴィッチは以上の企業形態の概念枠組みを旧社会主義経済の経済的自
由化・私有化の進行度を測定するために用いる。そのさい彼が強調するのは社
会集団の位置は企業形態によって異なり，その結果それぞれが異なる形態を支
持するということである。この点は旧社会主義経済圏における所有権の転換を
考えるとき重要な観点を提供してくれる10)。
このミラノヴィッチの企業形態の概念枠組みは，経済的自由化・私有化の進
行度の測定だけではなく，経済システム間の比較にも用いることができる。た
とえば，表2によって経済的自由化・私有化がどの程度進行したかを1985年と
89年のポーランドを見ることによって知ることができる。同時に， 1985年の英
国とポーランドの経済システムの相違の重要な一面を知ることもできる。
同じ観点から，彼はまた国家部門と公企業のウェイトを70年代から80年代の
表2 英国とボーランドの経済システム
英
(85) 
国 ボー ラン(ド89 (85)) 
私的所有企業全体 72. 7 28.5 28.9 
協同組合 1 10.2 23. 1 22.4 
資本主義企業 62.5 5.4 6.5 
国家的所有企業全体 27.3 71. 5 71.1 
国家社会主義企業 22.0 71. 5 28.6 
自主管理企業 ゜ 14.0 公共企業体 5.3 ゜ 28.5 総 計 100彩 100彩 100彩
出所） Milanovic, B. (1991), p. 7, Table 2; p. 9, Table 4. 
10)ミラノヴィッチの企業形態の概念枠組みを使うことで，ユーゴスラビア型自主管理経
済の本質を見ることができる。すなわち，ューゴでは所有制度は独自の「社会有」と
して強調されたが，こんにちの私有化の議論を見るときそれは結局国有のひとつのタ
イプにすぎなかったことがはっきりする。さらに言えば，自主管理企業は本質的に政
治的な制約のために社会主義的企業から私有企業への転換ができなかったために選択
されたものであり，私企業の選択肢が開かれた今それは魅力を失っているように見え
る。 Cf.Milanovic, op. cit., p. 35, fn. 34; Tardos, op. cit., p. 21. 
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社会主義システム(6カ国）と資本主義システム(14カ国）間で比較を行っている。
それによれば， 社会主義国の単純平均が85.0%, 資本主義国のそれが9.3%で
ある。また社会主義国のなかで最もウェイトの低いハンガリーが65.2%,逆に
資本主義国のなかで最も高いのがフランスの16.5%である。その意味で，この
格差(50%から75彩にわたる格差）が旧社会主義国が西側並の市場経済化をはかる
ために乗り越えることが必要とされる格差であると考えることもできると指摘
する11)0 
つぎに，以上のミラノヴィッチの私有化の分析枠組みを用いて，東欧におけ
る分権化・私有化の経過と現在を概観してみよう。
皿 分権化・私有化の経過と現在
1. 分権化の経過12)
中央集権的計画経済システムを改めようとする動きはかなり早い段階がら現
れていた。 1950年代初めのユーゴスラビア， 1956年のポーランド， 68年のハン
ガリーの経済改革， 62年のリーベルマンの改革案などがそうである。これらは
一般的に意思決定の分権化として捉えられたが，それは基本的に 2つの方向を
目指した。ひとつは労働者自主管理，もうひとつは公共企業体である。上述の
ミラノヴィッチの企業形態の概念枠組みを使えば，前者は⑥の「国家社会主義
企業（中央計画企業）」から⑦の「自主管理企業」への動き， 後者は同じく⑥の
「国家社会主義企業」から⑧の「公共企業体」への動きである。国家が企業の
経営管理に直接介入せずその所有権機能のみを行使するこうした形態への動き
11) Milanovic, op. cit., p. 8. 
12)分権化についてはつぎの箇所を参考にした。 Tardos,op. cit., pp. 4-17; Hodjera, 
op. cit., pp. 269-71; Milanovic, op. cit., pp. 10-2, 16-23. 西村可明編著 (1992)
「市場経済化と体制転換」日本貿易捩興会， 59-82ページ（平泉公雄「ハンガリーに
おける市場経済移行の現状と課題」）， 83-104ページ（渡辺博史「ボーランドー市場経
済移行期の政治経済情勢」）， 138-162ページ（阿部望「ユーゴスラビアにおける市場
経済への移行」）。
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は，改革を試みた国々において国家が所有する資本に対する税の制度を生みだ
した。
集権的国有制度に反対する社会勢力は国家社会主義企業をどのような形態の
企業に変えるかに関して意見が分かれ，労働者は自主管理を支持し専門家は公
共企業体を支持した。ポーランドの連帯では80年代初めこの点での対立が明白
であったが，やがて労働者自主管理が導入された。 50年代にすでに自主管理を
導入していたユーゴスラビアでは70年代，ハンガリーでは84-85年の経済改革
で労働者自主管理派が勝利した。けれども重要なことは，これらの国々の企業
において成果の大幅な改善はなく，また期待したほど国家の介入も減少せず，
集権的計画システムの問題点のほとんどがそのまま残ったことである。この結
果は当初のプランそのものの根本的再検討につながり，社会主義経済システム
の非効率の根本原因は市場の欠如ではなく，所有権の形態にあるという考え方
をもたらし， 国有部門の私有化という根源的な改革案を生み出す原因となっ
t・13) 
~0 
2. 私有化の過程とタイプ14)
国有部門の私有化は， ミラノヴィッチの企業形態の概念枠組みを使えば，⑥
R⑧の社会主義的企業形態から①③⑧④の私的所有に基づく企業形態への転換
である。それゆえ「私有化」とは公的部門から私的部門への所有権の転換のみ
を指しており，公的部門から私的部門への制御の移転よりも狭い概念である15)。
13)ハンガリー，ボーランド，ユーゴスラビアの3国における経済的分権化の試みが失敗
した主な原因は，生産手段の共有ないし国有に対する共産党当局のイデオロギー的固
執であった。それゆえ，東欧諸国における非共産党政権の登場は経済システムの真の
改革に必須のものであった。 Cf.Hodjera, op. cit., p. 271 ; Tardos, op. cit., p. 14. 
14)私有化についてはつぎの箇所を参考にした。 Tardos,op. cit., pp. 17-28 ; Hodjera, 
op. cit., pp. 271-81; Milanovic, op. cit., pp. 12-33; Jackson, M. (1991),'Pro-
moting Efficient Privatization", Eastern European Economics, Vol. 30, No. 1, 
3-21. 西村可明編著 (1992),前掲論文。
15) Milanovic, op. cit., p. 12. 
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私有化の点から見たばあい最初の法的変化は， 国有企業の株式会社への転
換，いわゆる商業化(commercialisation)ないし株式会社化(corporatisation)のプ
ロセスを認める法律の導入であった。改革を進めていた国では，前政権時代に
すでに株式会社法(corporatisationlaws)が制定されていた。 ボーランドでは 89
年 1月に経済活動法(Lawon Economic Activity)が， ハンガリーでは 88年に経
済連合法 (EconomicAssociation Law)ー ーいわゆる会社法 (theCompany Act) 
—が， そしてユーゴスラビアでは同じく 88年に企業法(EnterpriseLaw)が制
定された。けれども，これらの株式会社法は現存する資産の所有者をはっきり
と確認しその私有化の手続きを示すことができなかった。それには 2つの原因
が考えられる。ひとつはその法律が考えられた時点ではまだ私有化が重要な選
択肢に数えられていなかったことである。つまり，最初は株式会社が完全に国
家によって所有され，論理的にその後他の国有機関や私的部門によってその株
式が購入され私有経済に至るという可能性はあっても，株式会社法を支持した
勢力はその法律が私有経済を必ずしも認めるものではなく，むしろ国家社会主
義企業の公共企業体への転換を進めるものだと考えていたことである。もうひ
とつは，国家と被雇用者である労働者がともに企業資産に対しての権利を主張
するとき，所有権の問題そのものが極めて解決困難であるということである。
実際，すべての旧社会主義国において国家的所有権ないし社会有は極めて暖
昧な概念であった。やがてこのことは「誰が本当の企業の所有者か」という問
題に対する法的な分裂を引き起こし，さらには 2つの私有化アプローチの衝突
をもたらした。私有化アプローチのひとつは「上からの私有化」 (privatisation
from above)であり， まず国家を所有者と確認し一時的に資産を国家の手に集
中化し，その後私的個人に売却ないしは無償で配分する方法である。これに対
して， もうひとつは「下からの私有化」 (privataisationfrom below)ないしは
「自発的私有化」 (spontaneousprivatisation)と呼ばれ， 資産（少なくともその一
部）の真の所有者は企業自体，すなわちその労働者と経営者であり， 彼らのみ
がその資産を誰にどのように売却できるかを決めることができるというもので
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ある。
「上からの私有化」は私有化の政治的合意が既にできている政府やリベラル
な経済学者によって支持された。というのは，所有権が国家に帰属すれば国家
はそれを譲渡する権利をえることができ，個々の企業の同意を必要としない。
したがって，この方法はより早く私有化を達成できる。けれども，わずか数年
前に国家社会主義企業から自主管理企業への転換をはかろうとしたばかりのハ
ンガリーやポーランドにとって，この方法はそれをまた元に戻すことを意味す
るという点で大きな矛盾を抱えるものであった。こうした中で，労働者は分権
化によって多くの経営権限が委譲されたのであり， 総資産（少なくともその一部）
に対して自らの所有権を主張できるとして:, 「自発的私有化」につながった。
こうした「自発的私有化」の動きはハンガリーでは88年に始まり，ボーラン
ドでは89年までに一般的になった。またユーゴスラビアでは90年に本格的に始
まった。けれども， 予想通りこの動きは一般大衆の反発を招き，その結果は
一方で私有化法(privatisationlaws)導入の試みとなり， 他方で政府は「自発的
私有化」を禁止・制限・監視することとなった。
私有化は2つの軸によって基本的に 4つのタイプに分かれる16)。ひとつは
16) Ibid., pp. 23-33; Hodjera, op. cit., pp. 276-9. ここであげた私有化の4つのタイプ
はもちろんひとつの視点に立つ分類であって他の考え方もありうる。たとえば，本文
で上にあげた私有化の2つのアプローチー「上からの私有化」と「下からの私有化」一
も私有化のひとつのクイプと考えられる。またジャックソン (Jackson,M.)はこれ
らのクイプと若干異なるつぎの4つの私有化のタイプを一ただしハンガリーにおける
私有化の方法として一あげる (Jackson,op. cit., p. 11)。
(1)国有単位それ自体による自発的私有化
(2)国家資産管理庁 (StateProperty Agency)による私有化
(3)国内・国外投資家による私有化 (1991年1月開始）
(4)大規模国家・地方組織の構成単位の小売・飲食・サービス業への売却による私有化
けれどもここで注意しなければならないのは，いままであげた私有化の方法・クイプ
は実は主に大規模国有企業の私有化についてのそれであって，経済システム全体で考
えられる私有化の方法・ タイプではない。そこまで含めたばあいの私有化の方法・ク
イプとしては，つぎのようなものが考えられる (Ibid.,p. 3)。
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私有化の受益者を基準にしてそれが当該企業内部か外部かで「内部私有化」
(internal privatisation)と「外部私有化」 (externalprivatisation)に分かれ， も
うひとつは私有化の方法で当該企業株式（あるいは相当物）の「売却」(sales)と「無
償配分」 (freedistribution)に分かれる。こうしてこの 2つの軸の組合せで基本
的に 4つのクイプが考えられる。基本的なタイプは以上の 4つであるが，もうひ
とつ若干異なるタイプをあげれば，「持株会社による私有化」 (privatisationvia 
holding company)が考えられる。それは私有化される企業がいくつかの持株
会社によって引き取られ，持株会社は後にそれらを市場で売却するかすべての
資格を有する市民に株式を配分するというものである。したがって，これは結
局は上の 4つのタイプにつながるものである。
私有化にあたって，政府はいくつかの選択肢に直面するが，そのいずれもが
決定力を欠く。売却による「外部私有化」は進展の速度が遅く，資本市場の欠
如・民間貯蓄不足・評価の問題を抱える。「無償配分」による「外部私有化」は
あまりにラディカルで資本が分散しすぎ経営者を監視できない上に，国家には
何の収入ももたらさない。最後に， 「内部私有化」はしばしば不公正である。
私有化のプロセスにおいてはこうした方法上の問題があるだけでなく，そもそ
も私有化によっていかなる経済システムを目指すのかという根本的な問題にも
直面せざるをえない17)。それは社会主義的所有形態の下にあった企業を単に私
(1)大規模国有企業の株式会社への転換とその株式の私的投資家（国内・国外とも）
ないし従業員への売却
(2)大規模国有企業の解体とその結果できる小単位企業の売却ないしリース
(3)小規模商店・サービス施設の売却ないしリース
(4)土地・建物・会社の以前の私的所有者への返還（再私有化）
(5)個人・私的会社（外国の参加を含む）・協同組合による新規の小・中規模企業設
立の承認
17)確かに国有の支配的なシステムを私有の支配的なシステムに転換するということでは
コンセンサスがみられるが，大・中・小規模の企業構成比という意味での産業構造・
経済システム決定の問題とそのプロセスをどのくらいの期間で進めるのかという問題
が残っている。 Cf.Kwasniewski, J. (1991), "Privatization: Poland", Eastern 
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有化すればよいという問題ではない。もちろん，それ自体は極めて重要かつ困
難な課題ではあるが，さらに社会主義システム下での産業構造を考えるとき，
そこにおいては大規模企業の優位・小規模企業の劣位が意図的に形成されてい
たという事実が存在する。すなわち，社会主義経済システム下における大規模
企業はその経済的成功（あるいは効率性）ゆえに規模を拡大してきたのではなく政
策的に形成されたにすぎない。それゆえ社会主義下での大規模企業のウェイト
は市場システムが許容する以上に高いと考えられ，それを減少させる必要が生
じる。けれども，果たしてそれが正確にどの程度のものであれば適当なのかを
知ることはまさに市場の欠如ゆえに極めて困難であるという矛盾を抱えてい
る18)。いずれにせよ東欧圏における私有化のプロセスはさまざまな問題を抱え
ており，私有化はいくつかの選択肢をミックスしたものにならざるをえないよ
うに思われる。
以上， 東欧における分権化の経過を振り返り私有化の現状を検討してきた
が，経済システム改革の動きを大きく捉えれば，おおむね89年の東欧革命以前
は社会主義的所有制度（国有，社会有制度）の下での企業形態改変の試みであった
ということができる。それは， ミラノヴィッチの企業形態の概念枠組みにした
がえば，基本的には⑥の「国家社会主義企業」を⑦の「自主管理企業」や⑧の
「公共企業体」に改変する試みであり，確かに意思決定構造分権化の過程では
あったが，社会主義経済システムという枠組みの中で社会主義的所有制度には
基本的に手をつけない改革，その意味でいわゆる「体制内改革」といってよい
ものであった19)。それに対して， 89年革命の政治的民主化の動き以降の改革は
紛れもなく社会主義経済システムの枠を越えた「体制外改革」であり，私的所
European Economics, Vol. 30, No. 1, 41-8, pp. 42-5; Matolcsy, G. (1991), 
"Privatization: Hungary", Eastern European Economics, Vol. 30, No. 1, 49-
56, pp. 49-50. 
18) Jackson, op. cit., pp. 4, 5, 16-8. 
19)したがって，意思決定分権化後における東欧の産業構造は，自主管理企業と公共企業
体の混合した状態であった。 Cf.Hodjera, op. cit., p. 274; Jackson, op. cit., p. 1. 
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有制度を基礎とする企業形態への転換をはかる「私有化」の動きが主流となっ
た。それは， ミラノヴィッチの概念枠組みによれば，⑥ 「国家社会主義企業」，
⑦ 「自主管理企業」，⑧ 「公共企業体」の国家的所有形態から①「協同組合1」,
R 「古典的資本主義企業」，③ 「協同組合2」， ④ 「現代資本主義企業」の私
的所有体制を目指すものであるということができよう。要するに，東欧におけ
る経済システムの改革は単なる分権化を越えて所有制度の転換を意図し実行に
移しつつあるということである20)0 
こんにちまで東欧・旧ソ連においては経済システムに関するさまざまな改革
が行われ，それに関する多くの研究・政策提言がなされてきたし，また現在で
もそうであるが，上述したように東欧においてそのシステムの改革が国有・社
会有制度を基礎にしたシステムではなぜうまく行かず，どうして私有制度に基
づく企業形態を求めなければならないのか，あるいは別の表現をすればなぜ市
場は社会主義的所有制度の下でうまく機能せず，私有制度を必要としているの
か，この点をいまわれわれは真剣に問いなおす必要がありそうである。次節で
は，この問題を考察してみたい。
w 私有化の理論的根拠
社会主義経済システム， すなわち計画（指令）と公有の支配的な経済システム
の崩壊は，私有制度を有する市場経済システムの優位を歴史的事実として示し
ていると考えられる。実際，前節で見たように，東欧圏において試みられてい
20)私有化はもちろん経済システム改革の重要な柱ではあるが，それ以外にも多くの重要
な側面が存在することは言うまでもない。けれども，それらは相互に深くかかわって
くる。たとえば，有効な財政・金融政策の確立，マクロ経済的均衡の達成，社会政策
（失業手当など）の導入などは私有化が成功するための環境条件と考えられる。けれ
ども，この環境条件の整備がさらなる問題の発生につながる危険性も高い。というの
は，それが要するに旧システムの要素を含み市場化・私有化を妨げる可能性をもつか
らである。 Cf.Hodjera, op. cit., pp. 271-4; Jackson, op. cit., pp. 18-20; Kwas-
niewski, op. cit., p. 48. 
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る「私有化」が目指すものは従来の社会主義経済システムが否定していたとこ
ろの私有制度を伴う市場経済システムである。けれども， こんにちの状況は
「私有化」という事実が先行し，それがそもそもなぜ必要とされるかについて
の理論的検討が十分になされているとは決して言い難い。その意味で，公有な
いし国有制度の下での経済システムのどこに問題があり，私有制度下の市場経
済システムのどこに追求すべきものが存在するのかを検討する必要がある。こ
こでは，こうした課題を明確な理論的関心をもって検討しているJ.ヴィニエス
キーの研究を取りあげ，上記の問題を検討する手がかりにすることにしたい。
ヴィニエスキーの研究の分析レベルは，経済システムではなく企業レベルに
あるが一~すなわち市場システムの下での企業の所有形態の差異による企業成
果の相違の比較検討にその研究の主眼はあるが一一，経済システムレベルの問
題にも十分適用できる。そこでここではまず彼の分析を検討してみよう。
1. 資源配分の効率性21)
ヴィニエスキーは企業の所有形態の相違がそのバフォーマンスに影響を与え
る 5 つの問題—支配，共有，視野，危険分散，参入の問題—•ーについて，現
21) Winiecki, op. cit., pp. 399-407. 
ここでヴィニエスキーが資源配分の効率性比較の際に依拠する理論は， 「所有権理
論」 (propertyrights theory)である。それは所有権の相違にもとづくインセティ
ヴの違いが企業の成果にさまざまな影響を与えるという立場をとる。彼は基本的にデ
ムゼッツ (Demsetz,H.)の「比較制度アプローチ」 (thecomparative institution 
approach) を採用して分析を進めるが，具体的にはジェンサンとメックリング
(Jensen, M. C. and W. H. Meckling) の議論を出発点とし，彼らの考え方を大
筋において踏襲している。彼らの基本的立場は，同一量（質）の生産要素・物的投入
・技術でも成果の異なる企業を説明するために新古典派的生産関数は所有権構造によ
って拡張されるべきであるというものである。彼らは「もしシステム内において誰も
生産するインセンテイヴをもたなければ， ある一定水準の要素投入によって100単位
の生産が物理的に可能であるということを知っても何の意味もない」 (p.471)と述
べこの点を強調している。 こうして所有権（と契約に関する権利）の相違が企業成
果に与える影響を分析している。 Cf.Pejovich, S. (1990), The Economics of 
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実に存在する 7 つの企業形態—自己所有企業， パートナーシップ， 有限会
社，株式会社， ESOP型閉鎖企業（以上5つは私有企業），公有企業， 自主管理企
業（以上2つは公有企業）の 7つ22)ー 一の間で比較を行う。
まず，支配の問題(thecontrol problem), すなわち所有者が企業成果を支配
できるか否かの問題である。自己所有企業 (privateproprietary firm), パート
ナーシップ (privatepartnership), 有限会社 (privatelyowned limited liability 
company)形態の企業においては， 所有と支配の分離から生じるこうした問題
は回避される。けれども，パートナーシップ，有限会社においては，パートナ
ー，株主の数が増えればつぎにみる共有の問題が発生する。株式会社(privately
owned joint-stock company)は所有と経営の分離による支配の問題が生じ， 株
主の経営者監視のコストが必要とされる。けれども競争市場の存在が経営者の
裁量を抑え株主の立場を改善することによって，株式会社における支配の問題
は緩和される。公有企業(publiclyowned firm)においては， 当該のコミュニテ
ィの構成員は公有企業の持分を売却しその成果に対する不満を表明することは
できない。それでもあえて不満を表明しようとすれば，そのコミュニティを去
Property Rights; Towards Theory of Comparative Systems, Kluwer Academic 
Publishers; Demsetz, H. (1969), "Information and_ Efficiency: Another Vie-
wpoint", Journal of Law and Economics, Vol. 12, No. 1; Jensen, M. C. and 
W. H. Meckling (1979), "Rights and Production Functions: An Application 
to Labor-managed Firms and Codetermination", Journal of Business, Vol. 52, 
No. 4, 469-506. 
なお，ユーゴスラビアの自主管理企業についてはかなり早くからこのアプローチで
分析がなされてきている。 Cf.Ward, B. (1958), "The Firm Illyria: Markets 
Syndicalism", American Economic Review, Vol. 48, No. 4, 566-89; Furubotn, 
E.G. and S. Pejovich, eds. (1974), The Economics of Property Rights, Ballinger. 
22)ヴィニエスキーは現実型と理想型との比較を避け，企業形態として現実に存在するも
のだけを比較の対象としこの 7つの形態をあげる (Winiecki,op. cit., p. 397)。な
ぉ， ESOP型閉鎖企業とは従業員株式所有プラン (anemployee share ownership 
plan)をもつが，その株式は当該企業外に移転不可能であるか従業員の公開市場での
株式売却以前に当該企業が先買権をもつ企業形態である (Ibid.,p. 402)。
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るか政治プロセスに積極的に関わることでその状況を変えることしかなく，そ
の成果を改善させることは困難である。 自主管理企業(labor-managedfirm)で
は支配の問題は大きな問題となる。まず企業経営の専門家でない労働者による
経営の支配は必然的に効率性の点で劣り，その意思決定過程は多くの不確実性
を抱える。さらに，経営者の採用・解雇を労働者が決定するために，経営者は
自己の再選のために企業価値を高める政策ではなく労働者の利益になる政策を
採用する傾向にあり， 理論上の所有者である社会も有効な調整ができない。
ESOP型閉鎖企業 (ESOP-typeclosed firm)は， 株主の数が一定であれば自主
管理企業よりも支配の問題にうまく対処できる。
つぎに共有の問題(thecommon property problem)とは，非排他的所有権の問
題である。自己所有企業と株式会社はこの問題を完全に免れる。バートナーシ
ップと有限会社においては，バートナーあるいは所有者の数が増えればそれに
応じて所有と経営機能を結びつける利点は低下する。公有企業は明らかに共
有の問題を免れる。 というのは，理論上の所有者がはっきりとした行政機関
（たとえば，公庫や市議会）によって代表されるからである。 これに対して， 自主
管理企業は共有の問題を抱える。たとえば，自主管理企業では一人当たり現金
収入を増やすプロジェクトの採用を優先し，企業の現在価値を高めるプロジェ
クトを必ずしも採用しようとしない。 ESOP型閉鎖企業は， その構成員が多
いとき，法的に近い企業形態であるパートナーシップや有限会社よりもむしろ
自主管理企業と共通の共有の問題を抱える。
視野の問題(thehorizon problem)は， 所有者の望む消費バクーンと投資によ
る期待所得とのコンフリクトにかかわる。自己所有企業においてはこの問題が
生じる。パートナーシップと有限会社においてもその程度は小さいが視野の問
題が生じる。これに対して，株式会社はその問題を免れる。その株式が市場の
評価を受ける株式会社においては，所有者は常にそのポートフォリオを自らの
消費の時間選好に再調整できるが，自己所有企業，パートナーシップ，有限会
社においてはこのことは不可能である。公有企業はまた別の理由から視野の問
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題を免れる。すなわち，公有企業ではこの問題の源である所有者の望む消費パ
クーンと投資による期待所得とのコンフリクト自体を無視するからである。自
主管理企業はこの視野の面でも大きな問題に直面する。すなわち，自主管理企
業の労働者の視野は彼らが企業にとどまる間であり，したがって当然の結果と
して投資よりも現在消費にバイアスがかかる。 ESOP型閉鎖企業は， 自主管
理企業に比較すれば，当該企業退職後も株式を所有する機会があるためにその
視野は長くなるが，それでも構成員の消費に対する時間選好が市場利子率と一
致しなければ，自己所有企業，バートナーシップ，有限会社と同様に視野の問
題を抱えることになる。
危険分散ないし多様化の問題(therisk diversification problem)は， 危険回避
の程度が通常多様である個人の危険負担の特殊化にかかわる。自己所有企業の
所有者は，通常自己の人的・金融的資本の大部分を自己の企業に投資するため
に危険分散の問題が生じる。パートナーシップと有限会社においては，パート
ナーあるいは所有者の数が増えれば全体に対する各人の持分は減少し，危険分
散の問題の重要性は低下する。株式会社は，言うまでもなく，危険分散の点で
他の企業形態に対して大きな強みを発揮する。公有企業はこの点では複雑な状
況にある。それでも，公有企業の意思決定者である官僚や経営者はあまりに危
表3 企業の所有形態と問題点
所
企業の形態
問題のタイプ
有 支配 共有 視野危険分散参入 i問題総数
自己所有企業 N N y y 
: N
2 
私 パートナーシップ N Y Y N 2 
有 限 会社 N Y y N 2 
有 株 式会社 Y N N N 
: I 
1 
ESOP型閉鎖企業 N Y Y y 3 
公 1公有企業 y N N y y 3 
有 自主管理企業 Y y y y Y 5 
出所） Winiecki, J. (1991). p. 406, Table 1. 
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険で地位の存続が危ぶまれるようなプロジェクトは避けるかもしれないが，公
企業そのものに投資しているわけではないから一般に危険分散をはかる必要は
ない。自主管理企業においては，労働者の基本賃金と利潤の持分はその自主管
理企業での雇用に完全に依存するために，労働者は自己のボートフォリオを多
様化する上で重大な制約に直面する。 ESOP型閉鎖企業は自主管理企業より
はこの問題に対処できるが，同様の問題を抱える。
最後に，参入の問題(theentry problem)。一般に新しい企業の自由な参入が
効率的な生産に導く重要な要因であると考えられる。ここではこの役割を強調
するために，私有に基づく企業形態をもつ市場経済と公有，自主管理企業それ
ぞれを支配的形態としてもつ経済を考える。まず私有に基づく企業形態をもつ
市場経済においては，すべての企業形態（自己所有企業，パートナーシップ，有限会
社，株式会社， ESOP型閉鎖企業）が， 他よりも利潤が多いというそれぞれの判断
に基づいて市場に自発的に参入する。公有企業経済においては，新しい企業の
設立は政治的決定による。したがってその数は不確定であり，効率性の条件は
充足できない。自主管理企業経済においては，新企業設立の費用を負担したい
と思ってもその費用に対応する将来所得の見込みは 1/N(Nは新企業の労働者数）
である。したがって，新企業は常に十分供給されることはない。
以上の点を要約したのが表3である。そこでは，支配，共有，視野，危険分
散，参入の 5つの問題について， 自己所有企業パートナーシップ，有限会
社，株式会社， ESOP型閉鎖企業，公有企業， 自主管理企業の 7つの企業形
態についての比較結果が示されている。表中のYはそれぞれの問題が存在する
ことを，そしてNはそれが存在しないことを示している。表3に示されるよう
に，私的所有企業は公的所有企業に優っていることが結論づけられる23)。現実
には，表3が二分法(YとN)で示されていることを考えれば， 私的所有企業の
23)脚注21)で述べたように，以上のヴィニエスキーの議論は基本的にジェンサンとメッ
クリング (1979)の分析を基礎にしたものである。彼らは， 自主管理企業を可能な企
業スペクトルの一方の極に位置するもの（他方の極に位置するものを私企業）と捉
ぇ，まず自主管埋企業の行動特性を分析しそれが支配・ 共有・視野・参入などの問題
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優位性はさらに大きいものと考えられる24)0 
2. 技術革新と国家の影響25)
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ヴィニエスキーは以上の配分上の効率の側面からだけでなく技術革新と国家
の影音の面も取りあげている。技術革新の面では 7つの企業形態間の比較を行
っているが26), 自己所有企業が最も強い技術革新のインセンティヴを示すこと
は言うまでもない。またパートナーシップ，有限会社も技術革新によって生じ
る所得に対する権利関係が明確にされれば，自己所有企業同様うまくいく。株
式会社は所有の分散，所有と経営の分離によってやや状況は異なるが，競争市
場が経営者のインセンティヴ（プラス，マイナスともに）を強化する。公有企業の
ばあいはこうしたインセンティヴは存在しない。 自主管理企業は技術革新を
進めるためには説得が必要であり， その技術革新の将来報酬の見込みは 1/N
を抱えることを指摘する。つぎにこれを分析の基礎枠組みとして，ソビエト型企業・
ユーゴ型自主管理企業・協同組合・パートナーシップ・私企業について同様な分析を
加える。したがって，ヴィニエスキーの取りあげる問題点は彼らがあげたものとほと
んど同じであるが，彼の貢献は新たに所有形態によって企業形態を 2つに区分し，そ
れぞれの企業についてそれぞれの問題点の存否を検討し整理している点である。ヴィ
ニエスキーによる表3における Y/Nの判定にはやや疑問の残る項目もないわけでは
ないが，彼の結論の方向に大きく影響を与えるほどのものではないと考えられる。
24)もちろん，表3に示される問題数だけによって単純に私的所有企業が公的所有企業に
資源配分の効率性の点で優位であると結論づけることはできない。なぜなら，それぞ
れの問題のウェイトづけの問題が存在するからである。けれども，それぞれの問題は
密接に関連しており問題間で極端な重要性の差があるとは思われない。その意味で本
文のように述べることは大筋において認められるであろう。
25) Winiecki, op. cit., pp. 407-14. 
26)ヴィニエスキーがここで用いる分析枠組みは特にペジョヴィッチ (Pejovich,S.)に
よって定式化されたものである。ペジョヴィッチは技術革新について革新の自由・カ
(power)• インセンテイヴ・実施・評価の側面をユーゴ型自主管理企業との関連で
検討し，経済の発展にとって技術革新の機会を増やしそのインセンテイヴを高める
社会制度を探究・採用する自由が決定的な要因であるという結論を導出している。
Cf. Pejovich, S. (1987), "Freedom, Property Rights and Innovation in Soci-
alism", KYKLOS, Vol. 40, No. 4, 461-75. 
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(Nは新企業の労働者数）である。 また自主管理企業の時間的視野の問題等のため
に技術革新のインセンティヴが弱い。 ESOP型閉鎖企業では， 明確な所有権
によって所有者従業員がパートナーシップ，有限会社と同様の技術革新のイン
センティヴを与えられるが，彼らは雇用を大きく削減するような技術革新を受
け入れることはない。 また自主管理企業同様に， ESOP型閉鎖企業の経営者
は従業員のインセンティヴ構造に合わせるように技術革新の幅を制限する傾向
をもつ27)。
つぎに， 所有形態の異なる企業の成果に対する国家（政治家や官僚によって代表
される）のインバクトを比較している。まず所有権理論 (propertyrights theory) 
の観点から，国家の意思決定者のペナルティー・報酬構造は効率的結果につな
がらない。なぜなら，彼らは彼らの支配する資源を所有せず，その意思決定に
27)技術革新の側面については，企業比較だけでなくさらに経済システム比較も加えてい
る。経済システム比較は，技術革新の権利と能力の観点から行われる。前者の技術革
新の権利については，市場システムではあらゆる人が技術革新活動に自由に従事でき
る。これに対して， 9日ソ連型の経済システムにおいては国有企業の労働者や経営者は
技術革新の示唆はできてもそれを実行できない。またユーゴスラビア経済において
は，技術革新の権利は個人ではなく自主管理企業集団がもち，アイデアをもつ個人は
まず企業集団を説得しなければならない。後者の技術革新能力についても，市場シス
テムでは良いアイデアをもつ人は誰でもそのアイデアの市場評価に対応する資金を獲
得できる。一方，旧ソ連型の経済システムにおいては資金（資源）は中央当局の判断
によって認められることによってしかえることができない。ユーゴスラビア経済にお
いては，技術革新の権利だけでなく能力も自主管理企業集団がもつが，この能力は自
主管理企業特有の性格によって大きく制限される。というのは，自主管理企業におい
ては他の形態の企業よりも企業の発展のために残す利潤の割合が少ないからである。
したがって， 経済システム比較では市場システムが優位にある (Winiecki,op. cit., 
p. 408)。
ヴィニエスキーは技術革新の問題について経済システム比較のレベルをもうひとつ
加えている。それは技術革新の社会的評価 (socialevaluation of innovation)で
ある。この点で，市場システムは他のシステムに対して優位に立つ。なぜならそこに
おいては，技術革新を始める主体，資金を提供する主体，それを購入するかどうかを
決定する主体が分離しており，間違った技術革新の決定に固執することが少ないから
である (Ibid.,p. 410)。脚注26)参照。
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よって生ずる便益をすべて享受することもなければそのコストを完全に負担す
ることもないからである。したがって国家の手にある資源の割合が増えれば増
えるほど，非効率的に利用される資源の割合が増える。それゆえ，公有企業は
効率に関する限り私有企業に対して不利である。 自主管理企業， ESOP型閉
鎖企業は両者の中間にあるが，それらが国家による優遇を受ける限り（たとえば
ESOP型企業における税の軽減措置）効率的利用へのインセンティヴは低下する。
つぎに公共選択論(publicchoice theory)28)の観点から， 国家すなわち政治家や
官僚の動機は全体利益だけでなく個人利益の考慮・追求であり，さらに政治過
程のアウトプットの分割不可能性から個人利益の追求は厳しくチェックされな
い。したがって公有形態の企業の予算制約は私有企業よりもソフトになり，最
も効率的な資源利用を行おうとするインセンティヴを欠く。
以上要するに，資源配分の効率性，技術革新，国家のインパクトいずれの側
面で考えても私有企業は市場システムの枠組みのなかで優位なものとして現れ
る29)。そこでつぎに彼の基本的分析レベルである企業レベルを越えて，経済シ
ステムレベルで考えるときそれがどうなるのかをつぎに考えてみることにしよ
う。
V 私有・インセンティヴ・市場
一結びにかえて一＿
ここまでは， ミラノヴィッチの企業形態の概念枠組みとヴィニエスキーによ
28) Cf. Buchanan, J.M. and R. D. Tollison, eds. (1972), Theory of Public Choice: 
Political Applications of Eco加 mics,University of Michigan Press; Buchanan 
and Tollison, eds. (1984), The Theory of Public Choice-II, University of 
Michigan Press. 
29)その意味で，ヴィニエスキーの研究によって「私有化」の理論的基礎を得ることがで
きたわけである。彼自身も「経済史同様に経済理論も私企業の優位を証明する。そし
て私企業を支持する議論それ自体がボストソビエト型経済における国有企業の私有化
を支持する議論である」と結論づけている (Winiecki,op., cit., pp. 414-5)。
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る企業形態間での効率比較を取りあげ，東欧における分権化・私有化の動きを
概観し，その理論的根拠を考えてきた。すなわち，一方でミラノヴィッチの企
業形態の概念枠組みによって東欧における経済システムの改変，とくに所有形
態の転換は従来の社会主義体制を前提とした上での意思決定の分権化ではな
く，私有制を基礎とした経済システムヘの転換であると整理された。他方，ヴ
ィニエスキーの研究によって公的所有企業よりも私的所有企業が一般に優位で
あるという結論を得ることができた。
ミラノヴィッチ，ヴィニエスキーこの 2人の企業形態の概念は必ずしも一致
しないが，それでも企業形態を私有形態と公有形態（ないし国有形態）に区分して
いる点では基本的に同じであり，一方の私有形態の企業，公有形態の企業を他
方のそれと入れ換えても 2人の分析結果にはほとんど影響はない。その意味
で， 2人がそれぞれ出した結論はうまく接合することができる。すなわち，東
欧における経済システムがなぜ表1における①～④の私企業体制を求めざるを
えないかは，表3における公的所有企業形態に対する私的所有企業形態の優位
に示されるということである。けれども，それでは本稿であげたもうひとつの
課題はどうなるのか。すなわち，資源配分様式と所有様式との関係，なかでも
市場と私有との結びつきをどう考えるべきか。この点はミラノヴィッチ，ヴィ
ニエスキーの行った分析のレベル（企業レベル）を越えて， 経済システムのレベ
ルまで上げて考える必要がある。といっても，この 2つのレベルが全く無関係
の異質のものであるということではない。むしろ両者は非常に密接に関係して
いると考えるのが自然であろう。ミラノヴィッチが表2で示したところから窺
えるように，各企業形態のウェイトによってその経済システムの大まかな特徴
を捉えることができるからである。
このように考えれば，ヴィニエスキーが行っな分析は彼が提示した企業形態
それぞれが支配的な経済システムとしてもその結論の意味は大きく変化しな
ぃ。その意味で， 私有企業の支配的な経済システム（一市場経済システム）がそう
でない経済システム（一計画経済システム）よりも効率性において優位であるとと
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りあえず結論づけることができよう。ただ完全を期すためには，公有形態ある
いは国有形態の企業については旧ソ連型の指令経済下での成果を分析すべきで
ある。けれども，こうした条件下では公的所有企業はさらに市場が存在しない
ことによる測定の問題を抱える。こうして結論的に旧ソ連型の経済において企
業はその企業形態とその経済システムの両者に固有の問題ゆえにより問題のあ
る企業形態とみなされることになり，先の結論をさらに強固なものにする。
公的所有企業経済システムに対して私的所有企業経済システムがそもそもな
ぜ優位であるのか。この点はハイエク的な知識の問題に深く関係してくる。知
識に対する伝統的なアプローチでは，知識は客鍛的・量的・累積的なものであ
る。けれども，ハイエク(Hayek,F. von)やボラニー(Polanyi,Michal)の見解30)に
よれば，知識は量的であるとともに質的なものであり，累積的なものというよ
りも統合的(integrative)なものである。そしてすべての明瞭な知識の基礎に暗
黙知(tacitknowledge)があり，知識の追求は個々人の暗黙知に大きく依存する。
経済的決定に関する知識も同様であって，人々の間に散在する暗黙知はあらゆ
るレベルの多くの意思決定者に広く分散し彼らの行動となって現れ市場システ
ムのなかで市場価格に凝縮される。それゆえ，確かに経済システムレベルで考
えるとき計画システムに対する市場システムの優位は明らかである31)。それで
30) Hayek, F. A. (1945), "The Use of Knowledge in Society", A加 ricanEconomic 
Rev如， Vol.35, No. 4, 519-30 (「社会における知識の利用」田中真晴• 田中秀夫編
訳 (1986) 「市場・知識・自由」ミネルヴァ書房， 第2章所収）； Polanyi, Michael 
(1966), The Tacit Dimension, Routledge & Kegan Paul Ltd. (佐藤敬三訳(1980)
「暗黙知の次元」紀伊國屋書店）。
31)この見解にしたがえば，旧ソ連・東欧園の経済システムの失敗の本質が明白になる。
すなわち，われわれが経済的決定に必要とする知識が独立した個々人がもつ不完全な
知識の形でしか存在しえないとすれば，社会の経済問題は計画経済システムが想定し
たようないわば所与の資源の単なる配分の問題ではなくなり，本人のみがその重要性
を知りうる各人の目的達成のために資源の最良の利用法を社会の各メンバーにどのよ
うに保証するかの問題となる。そしてそれを保証するのが市場システムであるとすれ
ば，市場を創造しようとする旧ソ連・東欧諸国は散在する暗黙知を動員できる新しい
経営者， 新しい企業家を見いださなければならない。 したがって， 経済システムの
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は公的所有企業経済システムにおいて市場が機能しないのに対して，私的所有
企業経済システムにおいてはなぜ市場が機能するのか。経済主体にとって重要
なのは， たとえば所与の技術・知識の下での物理的生産（消費）の可能性の高低
ではなく，それがいかに自己に関わるかである。その関わりは基本的に私有制
度によって生まれる。私有制度は経済主体の権利・義務関係を明確にし，経済
主体に対して効率的に行動するインセンティヴを与える。デムゼッツ(Demsetz,
H.), ペジョヴィッチ(Pejovich,S.)等による「所有権アプローチ」 (property
rights apporoach) (ないしは「所有権理論」）32)や「法と経済学」 (Lawand Econo0 
mies)における所有権（ないし財産権）の経済分析が強調するのもこの点である33)。
結局，私有財産制度があるからそれを効率的に利用しようとするインセンティ
ヴが働き市場が機能する。これまでの経済システムの議論に最も欠けていたの
はこのインセンティヴの議論であった。かりにこの「私有ーインセンティヴー
市場」の関係が今後たとえば環境問題等の深刻化によって望ましくないものと
判断されたとしても34), このような関係が存在することは新しいシステムを創
造する際に必ず考慮されなければならない最も重要なポイントとなるといって
「転換が成功するのはわれわれが人類の発展の本流ーその重大な欠陥にもかかわらず
有効でありつづける〔システム〕ー，すなわち完全に実施される市場に基づくシステ
ムに復帰するばあいにのみ可能である」ことになる (Tardos,op. cit,. pp. 17-9)。
32) Cf. Furubotn, E. G. and S. Pejovich (1972), "Property Rights and Economic 
Theory : A Survey of Recent Literature", Journal of Economic Literature, 
Vol. 10, No. 4, 1137-62; Furubotn, E.G. and S. Pejovich, eds. (1974); Pejovich, 
s. (1990). 
33) Cf. Cooter, R. D. and T. S. Ulen (1988), Law and Economics, Harper Collins 
Publishers (太田勝造訳 (1990)『法と経済学」商事法務研究会）．小林秀之・神田秀
樹 (1986)「「法と経済学」入門」弘文堂，第5章参照。
ところで， 9日ソ連・東欧の経済改革や経済システムをこれらの手法を用いて分析す
るものが最近目立ってきている。本稿で取りあげたヴィニエスキーの研究もそのひ
とつである。またつぎの文献などもそうしたものの特集号である。 Cf.Journal OJ 
Comparative Economics, Vol. 15, No. 2, June 1991. 
34)加藤尚武 (1991)『環境倫理学のすすめ」丸善， 47ページ参照。
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よい。この点が考慮されるのでなければ，社会主義システムの崩壊を受けてわ
れわれがそこから最も重要な点を学ばなかったということになるからである。
そもそも社会主義経済システムそのものの創造がこの点をほとんど忘れていた
のである。
けれども，これらのことは社会主義経済論争のなかでミーゼス(Mises,L. von) 
やハイエク等がすでに強調していたことでもある。しかしこのことはインセン
ティヴの重要性をこんにち再度強調することの意味を減ずるものではない。な
ぜなら，旧ソ連・東欧諸国における社会主義経済システムの存在そのものによっ
て（それがうまく機能しているかどうかは問題とされず）， ミーゼスやハイエクの主張
は長い間忘れられていたからである。最近においては彼らの主張がいたるとこ
ろで復活しているが，強調されるのは一般に計画システムに対する市場システ
ムの優位性であってインセンティヴの側面を強調するものは比較的少ない35)0 
以上のように「私有ーインセンティヴー市場」の関係を強調し公的所有企業
経済ヽンステムに対する私的所有企業経済システムの優位を主張することは，こ
れまでの社会主義が追求したところの価値をすべて無意味であったと断定して
いるわけではない36)。価値ないし目的を自覚的に追求するのがある意味で人の
35)こうした中で，ジェンサンとメックリングはインセンテイヴの重要性を強調して，適
切なインセンテイヴを与える上での所有権構造や組織編成の決定的な重要性を指摘し
ている点で特に注目に値する。 Cf.Jensen and Meckling, op. cit., pp. 469-71, 475 
-6. 拙稿 (1988)「経済体制の類型化について」関西大学「経済論集」第38巻第4号，
103-4ページ参照。
36)けれどもこのように述べることは，一方で社会主義経済システムの根本的欠陥を，他
方で市場経済システムの問題点を指摘し，いずれでもない第3の道を主張しようとす
る立場を支持しているわけではない。一般に第3の道の主張は協同組合運動にその基
礎をもつが， 9日ソ連・東欧圏における協同組合や自主管理の試みは強い国家介入によ
り協同組合運動の伝統とは大きく乖離するものであった。これに対して資本主義的市
場経済の条件下でも協同組合運動そのものは機能しているし，また競争的環境の下で
のみそれは矛盾なく存続できるものと考えられる。ある意味では，協同組合・自主管
理の実践には常に何らかの制約を必要とするのかもしれない。その意味では， 真に
必要とされるのは国家による介入ではなく私有制度の支配的な市場システムである。
Cf. Tardos, op. cit., pp. 20-2; Jensen and Meckling, op. cit., pp. 484, 499-500. 
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人たる所以であるからである。とは言え，社会主義の追求した価値には明らか
に重大な欠陥があった。結論的に言えば，そこには効率性の概念，さらにはそ
の源になるインセンティヴの側面がほとんど含まれていなかったのである。こ
の点はクーター(Cooter,R. D.)37lによる法と経済学の本質的関係の説明によっ
て明確になる。彼によれば，法律学における理想的意思決定者とは判断の妥当
な(reasonable)人であり， 経済学におけるそれは理性的な(rational)人である。
すなわち，法律学における判断基準は妥当性(reason)ー 一それは具体的には正
義と公正にかなうか否かの判断ー~ 経済学は合理性 (rationality)であ
る。後者は効率的手段による首尾一貫した目的の追求を目指すが目的の実質的
恣意性は残る。その点で合理的であっても前者によって不当であると判断され
る可能性がある。その際その妥当性の根拠は社会の共有する価値であり規範で
ある。けれども，そのような価値，規範は首尾一貫性や効率性等の経済的合理
性を含んでいるのが通常である。それゆえ，判断が妥当であるためには一般に
合理的でなくてはならないというのである。
こうしたクーターの見解とわれわれの立場は基本的に同じである。すなわ
ち，社会主義が追求したところの価値がすべて無意味であったわけではない
が，そのなかに当然含まれるべき重要な価値である効率性が含まれていなかっ
たということである。したがって基本的に問題にされるべきは，たとえば所有
についての議論においても正義性（平等，公平など）の側面だけでなく効率性の
側面も合わせた価値相互間の関係をどのように捉えるのかということであろ
ぅ38)。
37) Cooter and Ulen, op. cit., Ch. 1 (邦訳第1章）．
38)この点は筆者が折りに触れ強調している点である。さらに言えば，私有制度はそこに
効率性という価値に強くかかわるだけでなく，それ以外のわれわれの本来有する重要
な価値の側面（たとえば， 自由，人格）に関係しているものと思われる。拙稿 (1991)
「ミュンツアーの所有論」「経済論集」第41巻第2号， 383-5ページ参照。
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